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エネルギー需給構造の変遷
 ⽯油危機（73・79年）〜

• 脱⽯油政策としての省エネル
ギー対策・原⼦⼒発電促進

 〜リーマンショック（08年）
• 産業部⾨：

産業構造の変化、
省エネ徹底で消費量変化少

• 家庭・業務・運輸部⾨：
電化・情報化、モータリゼー
ションにより消費量増加

 東⽇本⼤震災（11年）〜 現在
• 原⼦⼒発電所稼動停⽌

→ 化⽯燃料依存・CO2排出増・
エネルギー⾃給率低下

• FIT（12年）開始
→ 再⽣可能エネルギー導⼊

• 電⼒市場改⾰
→ 独占から⾃由化、集中から
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図．エネルギー消費量の推移と経済成長（GDP）（エネルギー白書、2014）

図．一次エネルギー量内訳とエネルギー自給率（2013年度総合エネルギー統計より作成）
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環境・エネルギー分野の定義と特徴

 分野の特徴
• エネルギー、環境は⽬的ではなく、それによって⼈々がよりよい⽣き⽅を

希求できる社会を築くための⼿段。
• 経済、社会と密に関連するため学術分野は多岐にわたり、政策の直接的影

響を受けやすい。
• 技術開発テーマは社会が直⾯する課題に⽴脚したものが多く、課題駆動の

分野といえる。
• エネルギー利⽤段階ではその由来が問われることはほとんどない（充⾜

性、経済性、安定供給性だけがエネルギーに対する要件となりがち）。
• 持続的なエネルギーの利⽤には、環境に対する負荷軽減、安全性、資源有

限性への配慮が不可⽋。
• 資源⼩国のわが国では、唯⼀の有⼒技術で解決可能な課題ではなく、多様

なエネルギー資源を確保すること（ベストエネルギーミックス）が必要。
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 分野の定義


